
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

公正証書も「デジタル化」の時代へ

令和5年6月に民事関係手続のデジタ

ル化を図るための規定の整備等を行う

改正法（法53号）が成立し、民事訴訟

以外の民事裁判手続についても、全面

的なデジタル化を図るなどの見直しが

されました。そして、この一環として

公証人法の改正(令和5年法53号）が行

われています。

令和7年10月1日から、公証役場の手

続きが大きく変わりました。これまで

「役場へ行く」「紙にハンコ」が当た

り前だったルールが、ネットで完結で

きるようになっています。

1 ウェブ会議で作成可能に

役場へ行かずに、ビデオ通話（ウェ

ブ会議）で公証人と面談できます。

2 紙ではなくデータで保存

書類は電子データとして作成・保存

されるのが原則になります。

3 受け取りもオンラインで

マイナンバーカード等を使い、ネッ

ト経由で遺言書のデータ（正本・謄

本）を受け取れます。

【デジタル遺言の流れ】

① ネットで作成依頼 →

② ビデオ通話で本人確認 →

③ 画面で内容を最終確認 →

④ データを安全に保存・受取

なお、証人もリモートでの立ち会い

が可能です。

リモート特有の懸念点である、遺言

者が第三者に自身の意思に反して強制

されていないかを公証人が厳格に確認

を行うことになります。

デジタル化によって利便性は飛躍的

に高まりますが、内容によっては従来

通り対面が必要なケースもあるようで

す。

(法務省担当官・法律のひろば79.2.50

参照）

事務所・Ｐ５より・・

編集後記 今年のGWは、あまり天気に恵まれないようです。このため、外

出は控えてゆっくりするのが最高！！。GWが終わると、すぐに暑い日が待っ

ています。５月から夏バテしないように気をつけましょう。
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令和8年5月１日
貸付用不動産の評価

爽やかな風が吹き抜ける五月となり

ました。今月号もこの通信のネタをど

うしようか考えながら書き始めること

にします。

5月１日に放送された香港TVB（2020

年の国家安全維持法後は中国本土と変

わらなくなりましたが・・）から。

香港では現在、タバコ規制が大幅に

強化されており、大きな転換期を迎え

ています。

特に注目すべきは、加熱式タバコや

電子タバコの全面禁止です。香港では

4月30日から、これらの代替喫煙製品の

公道や商業施設を含む公共の場での使

用だけでなく、所持自体も禁止されま

した。

所持も禁止というのは、中国本土よ

り厳しくなっています。

この香港の電子たばこ全面禁止は、

厳しい罰則が用意されています。少量

の所持でも約6万円（3,000香港ドル）

の罰金、大量所持の場合は最大約100万

円の罰金と禁錮(日本の拘禁刑に相当）

6ヶ月という非常に厳しい罰則が科され

ます。観光客であっても例外ではあり

ません。

さらに、紙巻きタバコのパッケージ

も「ダークブラウン」一色に統一する

案が出るなど、視覚的な抑制も進んで

います。海外出張や旅行の際は、日本

とのルールの違いに十分な注意が必要

です。

一方、日本では令和2(2020)年に改正

健康増進法が全面施行され、屋内は

「原則禁煙」となりました。しかし、

施行から数年経った今も十分に浸透し

ているとは言い難い現状があります。

国は飲食店の約7割が禁煙化されたと

していますが、客席面積100㎡以下の既

存店には経過措置（喫煙可能）が認め

られており、小規模店では依然として

喫煙できる場所が多く残っています。

また、店頭への標識（ステッカー）

掲示は義務付けられていますが、実際

には目立たない場所であったり、掲示

自体が徹底されていなかったりするケ

ースも見受けられるのが現状です。

このように、日本では改善指導にと

どまり実質的に罰則が適用されること

は殆どありません。また本来法律の施

行後5年経過時に必要な措置を講ずるこ

とになっていましたが、現状では大き

な変化は見られていません。

HPリンク⇒pdfで作成し

ています。下線部分は

元資料にリンクできま

す(できないときは右ク

リックで）。

https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00336.html
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00336.html
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00336.html
https://laws.e-gov.go.jp/law/141AC0000000053?occasion_date=20251001&tab=compare
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji03_00064.html
https://www.moj.go.jp/MINJI/minji03_00064.html
https://shop.gyosei.jp/products/detail/12671
https://news.tvb.com/tc/pearlnews/69f343c460c95171e2e9563c/TVB-News-Ban-on-possession-of-alternative-smoking-products-in-public-takes-effect
https://www.google.com/search?q=%E9%A6%99%E6%B8%AF%E3%83%89%E3%83%AB%E3%81%A8%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%86%86%E3%81%AE%E3%83%AC%E3%83%BC%E3%83%88&gs_ivs=1#tts=0
https://laws.e-gov.go.jp/law/414AC0000000103
https://laws.e-gov.go.jp/law/414AC0000000103
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000189195.html


2026年5月の税務・総務予定

（税務）

＊特別農業所得者の承認申請

5月15日(金）

＊所得税確定申告税額の延納届出に

係る延納税額の納付 6月1日(月）

＊自動車税種別割納税通知書

東京都・神奈川県 5月1日(金)

に発送 納期限 6月1日(月)

＊固定資産税・都市計画税の第1期

分の納付 通常4月～6月中

(藤沢市・6月1日,東京都・6月30日)

＊固定資産課税台帳の縦覧

4月1日から20日又は最初の固定資

産税の納期限のいずれか遅い日以後

の日までの期間(地方税法416条）

（通常5月末、藤沢市は4月1日(水)

から6月1日(月)まで)

＊個人住民税特別徴収税額通知

電子データ受取可 通常まもなく

（総務他）

＊社内清掃と設備点検

＊令和8年度労働保険の年度更新

6月1日(月)から７月10日(金)まで

COVID-19・Influenza関連のデータは

ホームページ(HP)に掲載しております。

貸付不動産等の評価が変わります！！

１ 貸付用不動産評価の見直し

令和8年度税制改正の話です。これは

自民党の改正の方向(大綱）で示された

もので、貸付用不動産の評価を見直す

というものです。今後、通達で改正さ

れることになるでしょうから、前もっ

て取り上げます。

具体的には、相続開始時の貸付用不

動産の市場価格と相続税評価額との乖

離の実態を踏まえ、評価の適正化及び

課税の公平を図る観点から、令和9年1

月1日以後に相続等により取得する貸付

用不動産について、現状の路線価等に

よる評価方法の見直しを行うというも

のです。

税制調査会の資料(令和7年11月13日

国税庁説明資料）では、相続開始2年ほ

ど前に22億円借り入れて21億円の賃貸

マンションを購入し、それを相続税申

告では、通常評価する方法である評価

通達で評価したら4億円だったそうです。

このために相続税は、このマンション

の購入をしなければ17億円なのに相続

税は半分以下の8億円となり、けしから

んというものです。

なぜこのように解離が起きたのか。

－－高い買い物だったのか、評価通達

自体の問題なのかを考えずに次のよう

に改正されるようです。

① 課税時期前5年以内に有償で取得

又は新築した貸付用の不動産は課税時

期における通常の取引価額に相当する

金額で評価することとされます。基本

的には評価通達は使わないというもの

です。

② 通常の取引価額に相当する金額

については、課税上の弊害がない限り、

被相続人等が取得等した貸付用不動産

にかかる取得価額を基に時価の変動等

を考慮して計算した価額の80％で評価

するとしています。1億円で買った賃貸

用マンションは時価の変動がなければ

8千万円で評価することになります。時

価変動等の数値は別途公表されると思

います。

【注意点】

改正前に購入した物件であっても、

相続発生が令和9年以降で、かつ取得か

ら5年以内であれば新しいルールが適用

されます。

「駆け込み購入」が必ずしも有効で

はなくなる点に注意が必要です。

貸付用家屋についてもこの規定は適

用されますが、古くから（5年前から）

所有している土地に、通達が定められ

た日までに新築あるいは建築中の家屋

には適用されません。アパート建設を

考えているようでしたら、急ぐか、ス

トップかをよく考える必要があります。

２ 小口化された貸付用不動産

近年、1口100万円程度から投資でき

る不動産小口化商品を活用した相続対

策が普及してきました。

こちらには次のようにより厳しい制

限がかかります。

① 取得した時期（5年以内かどうか）

にかかわらず、一律で通常の取引価額

（時価）による評価となります。

② 通常の取引価額とは、事業者が投

資家に示している適正な処分価格・買

取価格や、定期報告書に記載された不

動産価格などが基準となります。

なお該当するものがなければ、取得

価額8割評価とした前記1②に準じて評

価します。

これにより、1億円で購入した小口化

商品が相続税評価では2,000万円になる

といった大幅な圧縮スキームは事実上

封じられることになります。

【注意点】

相続が近くなってから不動産小口化

商品を買えば安心という考え方は通用

しなくなります。

実は30年ほど前（昭和59年〜平成8

年）にも、地価高騰対策として「3年以

内に取得した土地・建物は取得価額で

評価する」という類似のルール（租税

特別措置法69条の4）が存在しました。

今回の改正案が当時と大きく異なる

のは、法律ではなく「通達」で変更を

行おうとしている点です。通達はあく

まで行政内部の指針であり法律ではな

いため、今後はその有効性を巡って裁

判等で争われる可能性も否定できませ

ん。

令和8年分の路線価図等の公開予定日

について

令和８年分の路線価図等は、7月1日

(水)11時に公開することを予定してい

ます。

今年の贈与等については、7月になる

まで確定した数字は出せませんので、

それまでお待ちください。
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（https://www.shonantax.jp/）

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/shinkoku/annai/23200035.htm
https://www.keisan.nta.go.jp/r7yokuaru_sp/cat2/cat26/cat263/scid0146.html
https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/information/update/r8/04/20260424
https://www.pref.kanagawa.jp/zei/kenzei/a001/b014/index.html
https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/nouzei/kurashi/zekin/nofu/noki-h26.html
https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/shitsumon/real_estate/o
https://laws.e-gov.go.jp/law/325AC0000000226
https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/sisanzei/kurashi/zekin/koteshisan/juran.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/hoken/roudouhoken21/index.html
https://www.shonantax.jp/p5/covid/COVID-influenza.html
https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/digital-noukan/2025/7digital-noukan4kai.html
https://www.cao.go.jp/zei-cho/gijiroku/digital-noukan/2025/7digital-noukan4kai.html
https://www.tson.co.jp/futoku-sonae/?gad_source=1&gad_campaignid=22827987349&gbraid=0AAAAABOkdzUzJGVUQ5IhbmMAjCfaQ2WIM&gclid=CjwKCAjw-8vPBhBbEiwAoA39Wrbxxw_eeiHEvU0P0xQYMl-vJWbl-S9BEZ0BdtTE3J09BkWYMKMD7hoCTlUQAvD_BwE
https://laws.e-gov.go.jp/law/332AC0000000026
https://laws.e-gov.go.jp/law/332AC0000000026
https://www.nta.go.jp/information/release/pdf/0026004-020.pdf
https://www.shonantax.jp/

